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１．日本年金機構の人員数の概要

○日本年金機構の人員数は、既存の人員削減計画(平成１７年度策定)に追加の削減を

加え、計画完了時（刷新システム稼働の２年後目途）には、平成１７年度末と比べ、

約６割の人員数（２３，７８０人⇒１４，４７０人）

※全国健康保険協会及び国（医療指導・年金）への移管分を除く。

【人員数の推移】

平成１７年度末 計画完了時

人員数の推移 約 人 ⇒ 人程度23,780 14,470
正規職員 約 人 ⇒ 人程度13,940 10,770
非常勤職員 有期雇用職員 約 人 ⇒ 人程度（ ） 9,840 3,700

【人員削減数の内訳】

削減人員
既存計画分 追加削減分

人員削減数 約 人減 約 人減 約 人減9,310 6,290 3,020
正規職員 約 人減 約 人減 約 人減3,170 1,520 1,650
非常勤職員 有期雇用職員 約 人減 約 人減 約 人減（ ） 6,140 4,770 1,370
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２．日本年金機構設立に伴う人員数の推移

平成17年度末 平成２０年度 平成２２年１月
（機構設立時）

計画完了時
(ｼｽﾃﾑ刷新の2年後)

非常勤職員

非常勤職員
9,842人

7,756人
有期雇用職員

6,950人程度
※機構発足後の削減

分の有期雇用化
1400人を含む

有期雇用職員

3,700人程度正規職員

正規職員

正規職員

正規職員

13,939人

13,113人
10,880人程度

※社保庁 9880
※外部 1000

10,770人程度

▲2,086

▲8１0

▲3,250

▲110

【23,781人】 【14,470人程度】

▲826

▲2,235

【約6割の人員数】

削減数 ▲９,３１０人

【20,869人】 【17,830人程度】

正規職員 ▲３，１７０人
非常勤職員 ▲６，１４０人

※全国健康保険協会及び
国（医療指導・年金）
への移管分を除く 2



３．外部委託やシステム化等による事項別の人員削減数
既存の人員削減７カ年計画の年金部分

事 項 実施時期 正規職員 非常勤 計

事務の集中化による定型的業務の外部委託化 １８年度～ｼｽﾃﾑ刷新の翌年度まで ▲１２４０ ▲１４５０ ▲２６９０

システムの改善・刷新による業務そのものの減 １９年度～ｼｽﾃﾑ刷新まで ▲８１０ ▲１９０ ▲１０００

バックオフィス業務の効率化 １９年度、２０年度 ▲３６０ ▲３６０

社会保険事務局のブロック単位化による減 １８年度、２０年度 ▲２３０ ▲２３０

健保給付等業務の効率化 １８年度～２０年度 ▲２００ ▲２００

未適用事業所の適用促進に係る外部委託 １８年度、１９年度 ▲ ３１０ ▲３１０

国民年金保険料の収納事務に係る外部委託 １８年度～２１年度 ▲８８０ ▲２５９０ ▲３４７０

年金電話相談センターの外部委託 １８年度～２０年度 ▲８００ ▲８００

計 ▲３７２０ ▲５３４０ ▲９０６０

削

減

▲２００▲２００機構設立時来訪相談の一部の社会保険労務士への委託

▲３０▲３０ｼｽﾃﾑ刷新の２年後業務運営の安定化に伴う管理部門の減

０３０▲３０機構設立時来訪相談の一部の有期雇用職員への転換

▲３００▲３００機構設立時バックオフィス業務のシステム化・外部委託

▲４２０▲３１０▲１１０機構設立時年金相談センターの運営の外部委託

▲２００▲２００機構設立時照会システム改善による市町村照会事務員の廃止

計

増員の抑制

電話照会対応業務のコールセンターへの一元化

国民年金保険料の免除勧奨の外部委託

厚生年金保険料の納付督励電話の外部委託

届出書等の一次審査業務の外部委託

届出等の事務センターへの直接郵送化・電子申請化

▲３０２０▲１３７０▲１６５０

▲１３０▲１３０

▲１００▲１００ｼｽﾃﾑ刷新後

▲７４０▲５８０▲１６０設立時・２２年１０月

▲１０▲１０機構設立時

▲５７０▲５７０ｼｽﾃﾑ刷新の２年後まで

▲３２０▲１１０▲２１０ｼｽﾃﾑ刷新の２年後まで順次

２７７０５７０２２００計

８００８００２１年度～

４００４００１８年度～２０年度厚年・健保の職権適用、滞納整理、事業所調査、

その他

１５７０５７０１０００１８年度、１９年度国民年金の保険料の強制徴収

増
員

追加の削減

正規 ▲１５２０
非常勤▲４７７０
合計 ▲６２９０

正規 ▲１６５０
非常勤▲１３７０
合計 ▲３０２０
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４．日本年金機構設立時の正規職員の人員数

社保庁の
正規職員

13,110人
程度

(民間から
の任期付
採用職員
を含む）

社保庁からの
採用数

9,880人

従来の社会保険庁職
員のうち、希望者名
簿に掲載され、審査
を経て、正規職員と
して採用内定を受け
た者

9,880人

定年退職等

要対応分
約2,930人

２１年１月頃
（採用内定）

外部からの採用数
１,０００人

２２年１月
（機構設立時）

厚生労働省への配置転換、
再就職の斡旋、勧奨退職等
の分限免職回避の努力

※ 厚生労働省等移管分を除く。

約300人

日本年金
機構の
正規職員

10,880人

約3230人

外部委託等による減 ▲ 835人

有期雇用化による減 ▲1,400人
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社会保険庁
職員

日本年金機構の正規職員

日本年金機構の
有期雇用化職員

勧奨退職

分限免職

雇い止め
（民間労働法制）

・退職勧奨
・民間への再就職あっせん

厚労省等への配置転換

・公正・厳格な審査

平成２２年１月

・最長で計画完了時（システム刷新
の２年後）まで
（刷新が２５年度とすれば２７年度）

・組織廃止に伴う分限免職（民間の整理解雇に相当）を行うにあたっては、
分限免職回避のための努力を行うことが必要。

職員採用審査会
の厳正な審査

５．日本年金機構の職員採用と分限免職との関係

・懲戒処分を受けた者は
機構の職員として採用

されない
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６．慎重な採用審査の対象となる者について

○機構の職員採用審査では、今後の機構の業務に貢献できる職員であるかどうかを判断し、意欲や能力
の高い者を採用する。このため、次の職員については、慎重な審査の対象となる。

①人事評価が特に低い者（意欲や能力が特に低い者）

②改革に後ろ向きな者（業務改善に反する発言や行動をとっていた者、機構の運営方針等に賛同しない者）

③長期・反復の病気休職者・病休者で、早期回復が見込めない者

○なお、国民の公的年金業務に対する信頼回復の観点から、懲戒処分を受けた者は機構の正規職員及び
有期雇用職員には採用されない。

処分量定
処分事由

停職 減給 戒告 計

業務目的外閲覧 2 140 493 635 

国年不適正処理 5 60 52 117 

その他 16 31 92 139 

合計件数（件）
（ ）は人数

23 231 637
891

(867人）

（参考）対象者14,039人のうち、過去に懲戒処分を受けている者の状況

※今後、服務違反関係、延滞金不適正処理関係、不適正な遡及処理関係での処分が見込まれる。
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７．厳正な採用審査手続について

【検証】

職員採用審査会で、
社保庁の人事評価
がどの程度参考に
できるか検証

【書類審査】

書類審査で採用
可とできる範囲
について、採否
を審査

【詳細審査】

必要な範囲につ
いては、詳細な
面接審査を行い、
採否を審査

【決定】

職員採用審査
会の意見に基
づき、設立委
員会で決定

職員採用審査会の下に面接員
を置き、出張面接を実施。上
司へのヒアリング等も考慮。

面接員は、全て民間出身者と
する。(組織ガバナンスを目
的とした民間先行採用者を充
てることを検討)

社会保険庁の
①人事評価
②処分履歴
③休職・欠勤等の記録
④勤務状況等の調書
等により書類審査

職員採用審査会は、大臣の
承認を受けて、設立委員会
が選任

民間企業の人事管理部門の
経験者等

委員には法律上の守秘義務

○機構設立時の職員（正規・有期）の採用に当たっては、厚生労働大臣が任命する設立委員会が、厚生労働
大臣の承認を得て選任する学識経験者の会議（職員採用審査会）の意見を聴いて採否の判断をする。

○その際、職員採用審査会の構成員や、その下で職員に対する面接を行う者は、全て民間出身者とする。

○職員採用審査会では、社会保険庁の人事評価がどの程度参考にできるか検証するとともに、最終的に自
らの判断で職員の採否を審査する。

○職員の採否の審査に当たって、書類審査の結果を踏まえ、必要な範囲については、詳細な面接審査を行う。

■日本年金機構法附則第8条第5項
５ 設立委員は、機構の職員の採否を決定するに当たっては、人事管理に関し高い識見を有し、中立の立場で公正な判断を

することができる学識経験者のうちから厚生労働大臣の承認を受けて選任する者からなる会議の意見を聴くものとする。

【採用基準】

政府が定める基本
計画に基づき、設
立委員会が職員採
用基準を策定
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 日本年金機構法の概要 ～社会保険庁の廃止・解体と年金新法人の設立～   

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○法人の設立委員が、労働条件及び採用基準を提示し、職員を募集 

○設立委員は、人事管理の学識経験者の意見を聴いて、採否を決定 

５．職員の採用（採否審査のための第三者機関） 

 

○次の事項について、学識経験者の意見を聞いた上で、政府が基本計画を閣

議決定 

・新法人が自ら行う業務と委託する業務との区分その他の委託の推進につ

いての基本的事項 

・法人の職員の採用についての基本的事項 

４．民間へのアウトソーシングの推進（振り分けのための第三者機関） 

 

○保険料の滞納処分は、厚生労働大臣の一定の監督の下で、法人に委任 

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認

めるときは、法人からの申し出に基づき、滞納処分の権限を、財務大臣を

通じて国税庁長官に委任 

３．強制徴収の委任 

 

○国は、公的年金に係る財政責任・管理運営責任 

・年金特別会計を備え、保険料徴収・年金の支払は国の歳入・歳出 

・年金手帳及び年金証書は、国（厚生労働大臣）の名義 

○法人は、厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督下で、公的年金

に係る一連の運営業務 

２．国と新法人の役割 

 

○名称    日本年金機構 

○役職員   非公務員、民間的な勤務条件 

○国の監督  厚生労働大臣が直接的に管理監督し、事業計画・予算を認可、

業務改善命令等 

○設立    平成２２年４月までにおいて政令で定める日（平成２２年１

月を予定） 

同時に、社会保険庁を廃止 

１．年金新法人の組織等 
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※公的年金の財政責任・運営責任は 厚生労働本省

※保険医療機関の指導監督等は 地方厚生局

※悪質な滞納者の強制徴収は 国税庁 へ委任可能

これにより・・・・・

２．「サービス」が変わる１．「職員」が変わる ３．「仕事の仕方」が変わる

新しい２つの法人の職員は、
公務員ではなく民間です。
能力と実績に基づく人事管理
で職員の意識改革を徹底します。

親切でわかりやすいお知らせ、
電話相談やインターネットでの
情報提供など、サービスの向上
を徹底します。

旧式のコンピューターシステムの
刷新、各種のチェックの仕組み、
事務処理の集約化、外部委託化な
ど、事業の適正かつ効率的な実施
を徹底します。

【現在】

【新組織】

公的年金の運営業務を担います。

（適用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付等）（平成２２年１月）

健康保険事業を担います。

（中小企業で働く被用者の方）（平成２０年１０月）

新

新

※ 民間企業等 への委託を推進

社会保険庁の廃止と、非公務員型の２つの新法人の設立

【国が担う業務】

日本年金機構

全国健康保険協会

社会保険庁
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日本年金機構の位置づけ

民
間
事
業
者
等

一連の業務運営
を委任・委託

年度計画等認可
実績評価、監察 等

適用徴収

記録管理・審査

年金給付

・事業所調査、職権適用
・納付督励、強制徴収

・年金相談
・届出・申請の受付

業務の外部委託を
積極的に推進

事
業
主
・
被
保
険
者
等

保険料

年金給付

悪質な滞納者の強制徴収 は国税庁へ委任できる

各種通知書

届書・

申請書

年
金
特
別
会
計

金

融

機

関

口

座

振

替

日
本
銀
行

・情報の提供、訂正
・年金裁定等の審査

保険料や年金給付は、国と金融機関
口座の間で直接に納付・支払

記録管理や年金裁定等の審査
は、主に本部とブロックの事
務センターで行い、
年金事務所でも、適用徴収と
年金給付の担当部門を分ける

・財政責任、管理運営責任

オンライン
システム

本部

地方ブロック本部

年金事務所
（３１２か所）

○公的年金については、国が財政責任・管理運営責任を負いつつ、一連の業務運営を日本年金機構
（非公務員型の公法人）に委任・委託

国（厚生労働省）

日本年金機構 （非公務員）
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日本年金機構に対する監督について

○公的年金の事業運営については、法律上、厚生労働大臣の権限・事務を機構に委任・委託して行わせる
ものであることから、機構の監督は、法律上、厚生労働大臣が責任を持って行う仕組みとなっている。

○機構の監督については、会計検査院の会計検査、総務省の行政評価、会計監査人による財務諸表等の監
査など、外部からも行われ、また、厚生労働省の監督においても、監査法人等による外部監査と連携す
るなど、外部の知見を活用する仕組みを構築し、適切に、公的年金の管理・運営責任を果たす。

総務省（行政評価局）

行政評価・監視

本部

年金事務所

会計検査院

国が2分の1以上を出資す
る法人の会計の検査

会計監査人(監査法人)
財務諸表、事業・決算報告
書の監査

理事長
・

理事会

日本年金機構

ブロック本部

厚生労働省（年金局）

公的年金の管理運営責任に
基づく監督

・報告要求、立入検査
・業務改善命令
・違法行為等の是正命令
・実績評価

社会保障審議会

制度立案の審議とともに、
業務運営についても審議

諮問
・中期目標
・中期・年度の実績評価
・業務改善命令

外部監査（監査法人等）の活用

監事運営
評議会

外部弁護士
が参画した
法令遵守委
員会・外部
通報窓口

内部監査
部門
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日本年金機構の設立準備のプロセス
○ 機構の職員の採用については、公的年金の運営を再構築し、国民の信頼回復を図るためには、新組織にふ

さわしくない職員が漫然と機構に移ることにはならないとの考え方により、個々の職員の勤務成績等を踏ま
えた上で厳正な審査が行われるプロセスを設けている。

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年１月

日本年金機構発足

内閣官房の第三者機関（年金業務・組織再生会議）で
・機構が自ら行う業務と外部委託する業務の振り分け
その他外部委託の推進についての基本的事項

・職員の採用についての基本的事項
について審議（平成１９年８月～２０年６月まで）

●設立委員が、労働条件と採用基準を定めて職員を募集

●設立委員が委嘱した「職員採用審査会」で審査

●設立委員が、採否予定を決定し職員に通知

社会保険庁長官が職員の意思を確
認し、希望者の名簿を設立委員に
提出

設立委員が、業務方法書、各種規
則を作成し、厚生労働大臣が認可

２０年７月 「基本計画」を策定（閣議決定）

機構に採用されない職員について、
社会保険庁長官が、退職勧奨、民
間への再就職斡旋、配置転換等の
分限免職回避の努力

転任、退職のいずれでもない場合
は、国家公務員法の定めにより、
組織廃止時に分限免職

採用の通知を受けた者は、
機構成立時に国家公務員
ではなくなり、機構の職
員として採用される。
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日本年金機構の設立準備スケジュールのイメージ  
 
      １９年１０月   ２０年４月                                     ２２年１月  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  

ブロック単位の集約事務センター化(システム刷新後)の準備 

学識経験者の会議（年金業務・組織
再生会議）の意見を聴きつつ検討 
・外部委託に関する基本的事項 
・職員の採用に関する基本的事項

７月 

 
日

本

年

金

機

構

設

立 

政令・省令等の準備 

大臣が

設立委

員を任

命 

設立委員会
で検討 
・運営方針 
・採用基準 
・労働条件 

設立委員会で検討
・業務方法書 
・中期計画 
・年度計画

大臣が
・中期目標策定 

大臣が 
・理事長・監事任命 
 会計監査人選任 

設立委員会で検討 
・内部組織 
・運営諸規定 

設立
委員が
職員を
募集

長官
が名
簿を
提出 

職員採
用審査
会で採
用審査

設立委
員が採
用予定
通知

社会保険庁長官が
機構に採用されない職員に 
ついて 
・退職勧奨、 
・民間への再就職斡旋、 
・配置転換 
等の分限免職回避の努力 

民間からの募集・採用 

厚労省転任の希望提出・
内定手続（年金等） 

法人化に伴う業務方法の見直し、 国と法人の分離に伴う基本通達の整理、 業務処理マニュアルの改定 

都道府県単位の事務センターの全国統一的な整備 

出資資産の確定、資産評価 

法人の本部、ブロック本部の庁舎の選定、調達、工事等 

間接業務（人事・給与、旅費、会計等）のシステム整備、 業務系システムの修正整備 

社会保険庁職員共済組合の廃止、健康保険組合の設立、引き継ぎの準備、等 

基 本
計 画
閣 議
決 定

 

職

員

採

用

移 

行 

準

備

設 

立 

準 

備
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○日本年金機構法（平成十九年法律第百九号） 

 

（服務の本旨）  

第二十三条 役職員の服務は、国民の共同連帯の理念に基づき設けられた政府管掌

年金において、国民の信頼を基礎として納付された保険料（厚生年金保険法第八

十一条第一項に規定する保険料及び国民年金法第八十七条第一項に規定する保

険料をいう。）により運営される政府管掌年金事業の意義を自覚し、強い責任感

を持って、誠実かつ公正にその職務を遂行し、国民の信頼にこたえることを本旨

としなければならない。  

２ 役職員は、厚生労働省令で定めるところにより、任命権者に対して、前項の服

務の本旨に則して職務を遂行する旨を誓約する書面を提出しなければならない。  

３ （略）  

（役職員の秘密保持義務）  

第二十五条 役職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も、同様とする。  

（制裁規程）  

第二十六条 機構は、業務開始の際、制裁規程を作成し、厚生労働大臣の認可を受

けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 前項の制裁規程においては、機構の役職員が、この法律、厚生年金保険法、国

民年金法、児童手当法、健康保険法若しくは船員保険法、これらの法律に基づく

命令若しくはこれらの法律に基づいてする厚生労働大臣の処分若しくは機構が

定める業務方法書その他の規則に違反し、又は機構の役職員たるにふさわしくな

い行為をしたときは、当該役職員に対し、免職、停職、減給又は戒告の処分その

他の制裁を課する旨を定めなければならない。  

（業務の委託等）  

第三十一条 機構は、厚生労働大臣の定める基準に従って、第二十七条に規定する

業務の一部を委託することができる。  

２ 前項の規定により委託を受けた者（その者が法人である場合にあっては、その

役員）若しくはその職員その他の当該委託を受けた業務に従事する者（次項にお

いて「受託者等」という。）又はこれらの者であった者は、当該業務に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。  

３ 第二十条の規定は、受託者等について準用する。  
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%88%ea%8e%6c%96%40%8e%b5%8e%4f&REF_NAME=%91%44%88%f5%95%db%8c%af%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


○附 則 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況、国

民年金の保険料の納付の状況、機構における業務の効率化及び改善の状況等を勘

案して、機構の組織及び業務の存続の必要性の有無を含めた在り方その他政府管

掌年金事業の運営に関する全般的な検討を行い、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  

（基本計画） 

第三条 政府は、社会保険庁長官から厚生労働大臣及び機構への業務の円滑な引継

ぎを確保し、政府管掌年金事業の適正かつ効率的な運営を図るため、機構の当面

の業務運営に関する基本計画（以下この条及び附則第五条第二項において「基本

計画」という。）を定めるものとする。  

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 機構が自ら行う業務と第三十一条第一項の規定により委託する業務との区

分、委託先の選定に係る基準その他の業務の委託の推進についての基本的な事

項  

二 機構の設立に際して採用する職員の数その他の機構の職員の採用について

の基本的な事項  

３ 政府は、第一項の規定により基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、

政府管掌年金又は経営管理に関し専門的な学識又は実践的な能力を有し、中立の

立場で公正な判断をすることができる学識経験者の意見を聴くものとする。 

（設立委員等） 

第五条 厚生労働大臣は、設立委員を命じて、機構の設立に関する事務を処理させ

る。  

２ 設立委員は、基本計画に基づき、機構の職員の労働条件及び機構の職員の採用

の基準を定めなければならない。  

３ 設立委員は、業務方法書、制裁規程その他厚生労働省令で定める規則を作成し、

厚生労働大臣の認可を受けなければならない。  

４・５ （略） 
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（職員の採用） 

第八条 設立委員は、社会保険庁長官を通じ、その職員に対し、機構の職員の労働

条件及び機構の職員の採用の基準を提示して、機構の職員の募集を行うものとす

る。  

２ 社会保険庁長官は、前項の規定によりその職員に対し、機構の職員の労働条件

及び機構の職員の採用の基準が提示されたときは、機構の職員となることに関す

る社会保険庁の職員の意思を確認し、機構の職員となる意思を表示した者の中か

ら、当該機構の職員の採用の基準に従い、機構の職員となるべき者を選定し、そ

の名簿を作成して設立委員に提出するものとする。  

３ 前項の名簿に記載された社会保険庁の職員のうち、設立委員から採用する旨の

通知を受けた者であってこの法律の施行の際現に社会保険庁の職員であるもの

は、機構の成立の時において、機構の職員として採用される。  

４ 第一項の規定により提示する労働条件の内容となるべき事項、同項の規定によ

る提示の方法、第二項の規定による職員の意思の確認の方法その他前三項の規定

の実施に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

５ 設立委員は、機構の職員の採否を決定するに当たっては、人事管理に関し高い

識見を有し、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者のうちから

厚生労働大臣の承認を受けて選任する者からなる会議の意見を聴くものとする。  

６ 機構の職員の採用について、設立委員がした行為及び設立委員に対してなされ

た行為は、それぞれ、機構がした行為及び機構に対してなされた行為とする。  

７ 第二項又は第三項の規定により機構の職員の採用に関して行う事務については、

国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第百六条の二第一項の規定は、適

用しない。  

（機構の職員の退職手当に関する経過措置） 

第十条 附則第八条第三項の規定により機構の職員として採用される者に対しては、

国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）に基づく退職手当は、

支給しない。  

２ 機構は、前項の規定の適用を受けた機構の職員の退職に際し、退職手当を支給

しようとするときは、その者の国家公務員退職手当法第二条第一項に規定する職

員（同条第二項の規定により職員とみなされる者を含む。）としての引き続いた

在職期間を機構の職員としての在職期間とみなして取り扱うべきものとする。  
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